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はじめに

　1996年8月、2001年米国同時多発テロ（以下、9.11事件）の首謀者とされるビン・

ラーディン（Usama ibn Ladin）は事件から先立つこと5年前、有名な「対米ジハー

ド宣言」(1)を発出した。そのなかで彼は、サウジアラビア―「二聖モスクの地、

イスラームの家の基礎、啓示の場、福音の源、聖なるカァバの場、全ムスリム

の礼拝の方向」―における米軍基地の存在を、ムスリムに対する最大の侵略行

為、イスラーム世界が蒙った最大の悲劇であると断じ、激しい非難を加えてい

る。そのうえで、二聖モスクの地（サウジアラビア）からアクサー・モスクの

地（パレスチナ）までを占領する米・イスラエル連合（「十字軍・シオニスト

連合」）をそこから駆逐することはムスリムにとって信仰に次ぐ重要な義務で

あると論じ、預言者ムハンマドの遺言「アラビア半島から多神教徒を駆逐せよ」

をその根拠として引用している。　

　サウジアラビア・米国間関係の歴史は1945年2月、サウジアラビア初代国王

アブドゥルアズィーズ（‘Abd al-‘Aziz ibn ‘Abd al-Rahman Al Sa‘ud）とヤルタ会

談の帰路にあったルーズベルト（Franklin Roosevelt）米大統領のスエズ運河で

の船上会談にまで遡ることができる。会談はおよそ5時間に及び、両者は主に

石油とエネルギーの問題について時間を割いて話し合ったと言われている(2)。

このとき米国は戦争遂行と戦後復興のために石油を必要としており、アブドゥ

ルアズィーズ国王は外貨収入を必要としていた。その後、両国が最初の公式な

軍事協定を締結し、米国がサウジ領内に初めて軍事基地を設置したのは1945年

8月のことである。　

　以来、サウジアラビア駐留米軍基地の存在は、冷戦初期の時代から今日に至

戦略的資産か政治的負債か？
―サウジアラビアにおける米軍基地と基地政治―
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るまで、サウジ・米両国の安全保障戦略において重要な意味を持ち続けてきた。

その一方で、その存在は両国にとってデリケートな問題であり続け、これまで

に様々な問題の火種ともなってきた（上に見たビン・ラーディンの「宣言」と

9.11事件はこの点を如実に示していた）。それでは、サウジ駐留米軍をめぐる「基

地政治」―ここではそれを、基地接受国領内に置かれた軍事施設の地位と運用

をめぐって基地設置国と基地接受国のあいだで行われる一連の交渉と協力、と

定義しておく(3)―の帰結はいかなる要因よって規定され、その特殊性は何に起

因するのか、そしてその戦略的意味合いとはいかなるものであるのか。以下、

本稿では、かかる諸点について考察を進めていく。

１．湾岸諸国における米軍基地の概要と近年の動向

　米国は第二次世界大戦以降一貫して、石油という戦略資源、そしてイスラエ

ルという重要な同盟国の存在する中東を死活的に重要な地域の1つと捉えてき

た。だが、同国がペルシャ湾岸諸国に前方展開基地を建設し、中東に対して直

接的・軍事的な関与を行うようになったのは、実は比較的最近のことである。

その際に重要な分水嶺となったのが1990/91年の湾岸危機／戦争であった。そ

れ以前の米国は、中東情勢に深入りすることは極力避けつつ、同盟諸国に安全

保障上の責任の多くを委譲してきた。だが、冷戦終結をうけて、ブッシュ（George 

H. W. Bush）米政権はそれまでの政策を大きく転換し、1991年1月の湾岸戦争

に際して実に50万人もの戦力を湾岸地域に投入、迅速なクウェート解放を達成

し、圧倒的な軍事力を周辺諸国に見せつけた。そしてこれ以降、米国・湾岸諸

国共に湾岸地域秩序の脆弱性とイラクの脅威を改めて認識したことで、米国は

戦時・平時問わず湾岸地域に恒常的な軍事的プレゼンスを維持するようになり、

地域の安全保障についてより直接的・主体的な関与を行うようになっていっ

た(4)。

　このように前方展開された中東地域の米軍戦力について、ゼンコー（Micah 

Zenko）はその主な役割を次の6つに整理している(5)。第1に大規模な動員を伴

う国家間戦争。第2に安全保障協力（武器売却や訓練供与も含む）。第3にパー

トナー諸国への抑止・強制能力の付与。第4に平和維持活動。第5に限定的な軍

事行動（特殊作戦部隊による秘密作戦や無人機・有人機・海上発射ミサイル等

による限定攻撃も含む）。第6に他国の軍事資産の破壊および領土・海上輸送路

の占領を目的とする大規模な軍事行動、である。そして、こうした諸活動を効
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果的に遂行するにあたり、中東諸国、とりわけGCC諸国において信頼性と確

実性を備えた前方展開基地を維持し続けることはきわめて重要となる。

　ただ、2011年11月頃よりオバマ（Barak Obama）米政権は中東地域からの撤

退、そしてアジア太平洋地域への関与を拡大・強化しようとする姿勢（いわゆ

る「リバランシング」戦略）を鮮明に打ち出すようになり、その過程で湾岸駐

留米軍の規模は着実に縮小していった(6)。2014年と2017年には「イスラーム国」

（以下、IS）に対する米国主導の軍事作戦（「確固たる決意」作戦）のために一

時的に駐留要員数は増加したが、トランプ（Donald Trump）米政権発足以降こ

うした縮減傾向はさらに加速している(7)。

　以上を踏まえ、本節ではまず、サウジアラビアを含む湾岸諸国（カタル、バ

ハレーン、クウェート、UAE、オマーン）における米軍基地の概要と近年の

動向について簡単に整理した上で、本稿における問いを確認しておきたい（な

お、湾岸諸国駐留米軍の要員数の変遷については図1を参照）。

（1）概要　

　湾岸戦争を契機とし、サウジアラビアには1990年代を通じて米中央軍（US-

CENTCOM; 中東全域および中央アジアの一部の国々を担当）最大の部隊が配

備されていた。とりわけ、プリンス・スルターン航空基地は湾岸戦争における

勝利に際して中心的な役割を果たし、同基地に置かれた共同航空作戦センター

（CAOC）はその後のイラク南部飛行禁止空域監視活動や2001年のアフガニス

タン侵攻、2003年のイラク侵攻において重要な役割を果たした。だが、反米的

機運の高まる国民感情に配慮し、同基地は2003年8月にはカタルのウデイド航

空基地にその役割を移した上で閉鎖された。2004年中には訓練・施設要員およ

び大使館・領事館の警護要員およそ500人を残して同国内の米軍部隊はほぼす

べて撤退した。　

　その後、米中央情報局（CIA）はイエメンでのテロリスト掃討作戦を支援す

るために2011年にサウジ南東部に秘密無人偵察機基地（その存在は2013年まで

機密にされた）を建設し(8)、2019年7月には「（イランからの）緊急の差し迫っ

た脅威」に直面する同国に対して「追加的な抑止力」を付与するとして500人

規模の米軍駐留が発表された(9)。さらに同年10月には、追加的な戦闘機部隊の

ほか、パトリオット（地対空ミサイル）やTHAAD（高高度防衛ミサイル）な

どが配備されると共に、他の配備部隊と合わせて駐留米軍は計3,000人規模に

なると発表された(10)。
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　他方で、サウジからCAOCが移されたカタルのウデイド空軍基地は、3,600m

超の滑走路を2つと100機近い航空機を収用できる防護シェルター施設を備え、

（少なくとも2012年までは）中東において最大規模かつ最重要の基地であった

（1996年の着工以来、施設建設費用はすべてカタル側が負担）。また、キャン

プ・サイリーヤには陸軍機甲部隊と装備・補給物資の備蓄施設が置かれている。

正式な防衛協力協定（DCA）は1992年6月に締結された（有効期限は10年間、

2013年に更新）が、上記の通りオバマ政権が2011年末に「リバランシング」戦

略を打ち出したことで、早くも2012年9月の段階で駐留要員数は1万人を割り込

み、2017年3月には1,000人を切った。その後、上述のように一時的な増員が見

られたものの、2019年6月時点で駐留兵員数は総計575人となっており、実戦部

隊はほぼ駐留していない(11)。

　その一方、兵員数や予算配分の観点から言えば、2017年頃を境として米中央

軍の主力はカタル（空軍）からバハレーン（海軍）へと移された。バハレーン

には1948年以来（指揮船上にではあるが）海軍司令部が、1995年以降は米海軍

第五艦隊の司令部が置かれ、湾岸地域に展開する米海軍の中心的な役割を果た

している。司令部は「海軍支援活動（NSA）バハレーン」と呼ばれる広大な施

設に置かれ、主力である1個空母打撃群に加えて、1個水陸両用作戦即応群、そ

して複数の水上戦闘艦艇を擁し、これらは地域の安定に大きな役割を果たして

いる（なお、米国は2010年から2017年にかけて施設の拡張におよそ5億8,000万

ドルを費やした）。その他、バハレーンには2つの大型滑走路を備えるムハッラ

ク海軍基地やシャイフ・イーサー空軍基地なども置かれている。正式なDCA

は1991年10月に締結され（10年間有効、2011年に更新）、2002年3月には「主要

な非NATO同盟国」（MNNA）に指定された。2017年3月の段階で5,259人であっ

た駐留要員数は同年9月に8,598人となり、その後は他の湾岸諸国と同様に暫時

減少傾向にあるものの、依然4,300人規模を維持している（なお、ここには空

母打撃群に搭乗する兵員数およそ1万人は含まれていない(12)）。

　湾岸戦争終結から7 ヵ月後の1991年9月、クウェートは米国と正式なDCAを

締結し（有効期限は10年間、2度の更新を経て現在も有効）、2004年4月には両

国間の密な防衛協力に鑑みMNNAにも指定された。クウェートにはいくつか

の米軍施設が置かれ、そのうちの多くは主にイラク戦争に関連するものであり

（たとえばアリー・サーレム空軍基地）、2011年に米軍がイラクから撤退して以

降、2014年と2017年には対IS軍事作戦の関連（作戦司令部は同国に置かれた）

で一時的に兵力増強がなされるも、徐々にその規模を縮小させていった。駐留
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総兵員数は2011年9月の段階では16,881人を誇ったが、2019年6月時点で1,885

人となっている。

　UAEもまた1994年7月に米国とのあいだでDCAを締結しており、2017年5月

には新たなDCA（有効期限は15年）が合意された。主要な基地としてはジャ

バル・アリー港やザフラ空軍基地、フジャイラ海軍施設などがある。ジャバル・

アリー港は米海軍の艦船が米国外で最も頻繁に訪れる港湾であるとも言われ、

イラクやイランを睨む戦略的位置、港湾の水深の深さ、施設整備の観点から、

空母および空母打撃群の艦船が一度に停泊可能である。UAEに駐留する米軍要

員のほとんどはザフラ空軍基地に配属された空軍要員であり、同基地には1990

年代においてはU-2偵察機やKC-10空中給油機のみが配備されていたが、のち

にF-15戦闘機、F-22戦闘機、RQ-4グローバル・ホーク（無人航空機）、AWACS

（早期警戒管制機）などが配備されるようになった。同空軍基地には「湾岸航

空戦センター（GAWC）」も置かれており、両国は早期警戒やミサイル防衛な

どについて共同で教育訓練を行っている。また、ドバイにあるジャバル・アリー

港とフジャイラにある海軍基地は、仮にホルムズ海峡が通航不可能となった場

合に陸路で物流を確保するための貴重な港になるとも位置付けられている(13)。

なお、2014年、2017年には総計で4,000人近く配備されていた米軍要員であっ

たが、他の湾岸諸国と同様に人員削減が進み、2019年6月時点で駐留米軍要員

の総数352人となっており、またその内訳も空軍要員は90人とほぼ連絡・施設

要員を残すのみで、ここからも空軍から海軍へと地域の主力が移された点が見

て取れる。

［出典］Defense Manpower Data Centerのデータを元に筆者作成
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　最後に、オマーンは早くも1980年4月には「施設アクセス協定（FAA）」を締

結し、米軍に基地使用の権利を認めており（FAAは2010年にも更新され現在も

有効）、同協定によると米国は（事前通告を行い限定的目的のためならば）オマー

ンのいくつかの空軍施設を使用できるとされている(14)。2019年3月には新たな

協定が結ばれ、米軍はドゥクムとサラーラの港湾施設も利用できるようになっ

た。とりわけアラビア海に面するドゥクム港は、海軍戦力を湾岸駐留米軍の主

力と位置付ける米国にとって空母を寄港させることもできる戦略的要衝となり

つつあり、加えて中国も「一帯一路」戦略の一環として大規模な投資を行うな

ど、近年では国際政治における角逐の舞台ともなっている(15)。

（2）問い

　このように米国は、1990年代前半以降、湾岸諸国に設置された米軍基地とそ

のネットワークを通じて中東に直接的・軍事的な関与を行い、覇権国として地

域秩序と安全保障を担保してきた。だが、かかる状況下での興味深い例外がサ

ウジアラビアである。同国はその他の湾岸諸国とは異なり、1990年代以前から

例外的に米国と密接な軍事協力関係を構築し、冷戦初期の段階から米軍基地を

受け入れてきた（図2、3が示すように、規模の変遷はあったにせよ、同国には

冷戦期を通じて常に500人前後の米軍要員が駐留していた）。その後、湾岸危機

／戦争を契機に1990年代には大規模な米軍を受け入れるも湾岸諸国のなかでは

唯一米国と公式の協定を結ばず、2003年以降は駐留米軍のほぼすべてを撤退さ

せ、2019年に入って再び一定規模の米軍受け入れを決定した。こうして見ると、

サウジ駐留米軍の動向は米国の対中東戦略全体の大枠から大きく外れており、

サウジをめぐる基地政治には明らかにその他諸国とは異なる特殊な政治力学が

作用しているように思われる。

　この問題に対して、カルダー（Kent Calder）はサウジアラビアの国是である

急進的なワッハーブ主義イスラームが基地政治に及ぼす影響（社会・文化的要

因）に、クーリー（Alexander Cooley）は（1）米国との安全保障協定への基地

接受国政府の政治的依存度と（2）接受国側の政治制度の信頼性という2つの要

因（国内政治要因）に、それぞれその答えを求めている(16)。とはいえ、そう

した側面はたしかに指摘し得るとしても、なぜサウジ政府はある特定の時期に

米軍基地を安定的に―つまり、基地の存在が国内外で深刻な政治問題とならず、

撤退に向けた圧力がさほど大きくない状態―受け入れ、別の時期にはそうなら

なかったのかを説明できるわけではない。他方でグレシュ（Geoffrey Gresh）は、
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湾岸諸国における米軍基地の歴史と基地政治を正面から分析した唯一と言って

よい先行研究のなかで、国外的脅威が国内的脅威を上回る場合に湾岸諸国は米

国基地を受け入れ、逆の場合はそれを拒否すると論じた(17)。しかしこれにつ

いても、たしかにそうした傾向は指摘し得るとしても、いかなる利害関係を持っ

た政治主体が、どのような政治過程のなかで影響力を行使したことで、基地が

維持された／拒否されたのかを解明する必要があろう。　

　それでは、サウジアラビア駐留米軍をめぐる基地政治はいかなる要因によっ

て規定され、その特殊性は何に起因するのか、そしてその戦略的意味合いとは

いかなるものであるのか。これが本稿における問いであり、次節ではさらに分

析を進めていこう。

２．サウジアラビアにおける米軍基地と基地政治

　

　米国にとってのサウジアラビアの重要性は以下の4点に集約できよう。第1に、

言うまでもなく石油資源の存在である。両国の関係が石油という要因によって

始まったことは本稿冒頭で言及した通りであるが、とりわけ1970年代半ば以降、

今日に至るまで、サウジアラビアは国際石油市場において絶大なる影響力を行

使し続けている。現在でも同国は世界の推計総石油埋蔵量の約16％（世界第2

位のシェア）を保有しており、世界最大の石油輸出国であると共に、同国は他

の産油国に起因する混乱を相殺できるほどの大規模な余剰生産能力（生産調整

能力）を有している。

　第2に、そうした石油収入に支えられた潤沢な資金である。これによりサウ

ジアラビアは米国製の武器を大量に購入したり、米国外交に必要な資金を賄っ

たりしてきた。ストックホルム国際平和研究所（SIPRI）の調査によると、同

国の2018年における軍事費総額は推計で676億ドルとされ（世界第3位）、2014

〜2018年において世界最大の武器輸入国（世界全体の総輸入額の12％を占め）

ともなっており、米国にとっては総武器輸出額の22％を占める最大の武器売却

先である(18)。同国は2017年にも米国とのあいだで1,100億ドルの武器取引を締

結し（ここにはその先10年で最大3,500億ドル分の武器を購入する選択権も付

帯された）、これは単一取引としては米国史上最大である(19)。加えて、同国は

これまでに様々な局面において米国の対外政策を資金面から下支えしてきた。

たとえば同国は1980年代、米国と協働してアフガニスタンにおける反ソ武装抵

抗運動（ムジャーヒディーン）に数十億ドルの支援を行った(20)。また、1991
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年の湾岸戦争に際しては、イラクに対する世界規模の多国籍軍を組織するにあ

たり、ベイカー（James Baker）米国務長官は相当額のサウジの現金を各国政

府に支払った(21)。

　第3にその地理的位置である。第二次世界大戦の最中には、米国はサウジア

ラビアを、紅海とペルシャ湾とのあいだの海上輸送路の、またインドと極東へ

の直接的な航空路の、死活的に重要なそれぞれの中間地点に位置する戦略的要

衝と考えていた(22)。冷戦期に入ってもその地政学的重要性は低下せず、同国

はソ連から1,600km以内の距離（つまり空爆可能な距離）に位置すると共に、

ソ連がサウジ領空の通過を拒否されることに米軍は重要な戦略的メリットを見

出していた(23)。また、サウジ駐留米軍基地は1980年代を通じてアフガニスタ

ン向け軍事物資の一大集積地となり、1991年の湾岸戦争時には多国籍軍の駐留

拠点となった。その後も、イラク南部飛行禁止空域監視活動や2001年のアフガ

ニスタン侵攻、そして2003年のイラク侵攻においても同基地は枢要な役割を果

たした。　

　第4に、これらに加えて冷戦期には、きわめて厳格なワッハーブ派イスラー

ムを国是とするサウジアラビアは徹底した反共主義国家であり続け、この点も

米国にとっては重要な要素であった。

　サウジアラビアの有するこうした戦略・地政学的重要性ゆえに、米国は第二

次世界大戦の最中から今日に至るまで、同国に基地を置き続けてきたのである。

他方で、クーデターの危険に鑑みて比較的小規模で脆弱な国軍（特に陸軍はこ

の傾向が顕著である）しか持たないサウジ側としても、米軍基地の存在は自国

の安全保障上きわめて重要なものであり続けた(24)。とはいえ、サウジ駐留米

軍基地が常に安定的に維持されてきたわけではない。1950〜60年代および1990

〜2000年代には基地の存在がサウジ国内外で深刻な政治問題となり、撤退への

圧力が大きく高まった。

　本節では、まずはサウジ駐留米軍基地の起源を簡単に確認した上で、サウジ

における基地政治の要諦とそのジレンマが如実に表面化した1950〜60年代およ

び1990〜2000年代という2つの時期に焦点を当て、当該時期の国際／地域／国

内政治的背景および同国基地政治の動態とその特殊性について検討を加えてい

きたい。

（1）起源―ダハラーン飛行場協定（1945年）

　両国間の最初の軍事協定であるダハラーン飛行場協定が締結されたのは既
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述のように、1945年8月のことであった。このときアブドゥルアズィーズ国王

は、この協定が米国による帝国主義的な介入の端緒になること、そして英国を

過度に刺激することを強く懸念していた。この点に鑑み、この協定ではあえて

「空軍基地（Air Base）」ではなく「飛行場（Air Field）」という語を使用、外国

勢力による侵略と周辺部族に認識されないよう米国旗も注意深く隠され、また

その管理権も3年後にはサウジ側に移譲される旨が確約された。他方、基地敷

地内の非サウジ人要員については、いかなるケースにおいても米陸軍の管轄権

（jurisdiction）が及ぶことが合意された(25)。　

　1948年初頭より期限切れに伴う再交渉が開始され、冷戦状況が厳しさを増す

なかでトルーマン（Harry Truman）米政権は12年にわたる基地使用権を提案し

た(26)。だが、アブドゥルアズィーズ国王はそれが植民地主義的な印象を持た

れることを強く懸念しており、また米国がイスラエル建国（1948年5月）をい

ち早く承認したことで、多くのサウジ人は米国を軽蔑の眼差しで眺めるように

もなっていた。結局、1949年3月、基地の実際の管理権をサウジ側とする（米

国側は賃貸料を支払う）こと、そして複数年にわたる長期契約ではなく単年度

ごとの短期契約にすることが合意された(27)。その後、1951年6月にはサウジ・

米国間の基地協定は非効率な単年度契約から5年契約へと改定され、またその

際に合意された「相互防衛援助協定（MDAA）」に基づき1953年6月にはサウジ

国軍に訓練と助言を与えることを任務とする米軍事訓練ミッション（USMTM）

が創設された（同ミッションの活動は今日に至るまで継続）。

（2）ナーセルの脅威―1950〜1960年代

　ただし、米・サウジ間関係およびサウジ駐留基地の存在は、1950年代から

1960年代にかけての激動する地域情勢の煽りを受け、大きな動揺に晒されるこ

ととなった。

　この時期のアラブ政治における最も顕著な特徴とは、エジプトのナーセル

（Gamal ‘Abd al-Nasir）大統領が自身のカリスマとラジオを通じたプロパガンダ

攻勢、他国における反乱の扇動、そしてアラブ・ナショナリズムというイデオ

ロギーの巧みな操作によって、アラブ政治においてきわめて大きな影響力を行

使し得たことである。

　1952年7月にナギーブ（Muhammad Nagib）らと共に自由将校団を率いてクー

デターにより王政を打倒し、1956年6月には大統領となって全権を掌握したナー

セルは、同年10月のスエズ戦争において英・仏・イスラエルを相手に（軍事的
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には完敗であったが）政治的勝利を収めたことでエジプト国内のみならずアラ

ブ諸国全域で民衆の喝采を浴び、その威信と政治的影響力を急速に高めた(28)。

さらにナーセル政権下のエジプトは1958年2月にシリアとの統合を実現し「ア

ラブ連合共和国」を建国、これは「アラブ世界全体を通じて大衆の熱狂的な支

持を受け」(29)、ナーセルの威信と影響力はさら拡大した。

　ナーセルはその巧みな弁舌を駆使し、1950年代後半以降、広くアラブ中に聴

取者を持つエジプトのラジオ放送『アラブの声』を通じて親西側的姿勢をとる

君主制諸国を「反動勢力、帝国主義の手先」と糾弾すると共に、アラブ諸国の

民衆に向けて革命を呼びかけた。そして実際、1955年から1956年にかけて、ナー

セル支持者による政治デモがサウジ国内でも散発的に発生していた。当然、サ

ウジ政府をはじめとするアラブ諸国の君主たちは、こうしたナーセルの拡大す

る一方の影響力と攻撃的な外交戦略を逼迫した脅威であると認識した。こうし

て、ナーセル政権下のエジプト率いる「進歩主義陣営」と、サウジアラビアや

ヨルダン、（1958年革命以前の）イラクといった君主制諸国からなる「保守派

陣営」のあいだで、いわゆる「アラブ冷戦」と呼ばれる状況が形作られていっ

た(30)。両陣営は互いに自分たちのイデオロギーの力―前者はアラブ・ナショ

ナリズム、後者はイスラーム―と、それぞれのパートナーである超大国からの

支援により、アラブ世界における自陣営の優位と国内における自らの体制維持

を確かなものにしようと熾烈な競合を繰り広げた。

　他方で、アブドゥルアズィーズ初代国王が1953年11月に死去して以降、サウ

ジアラビア国内は混乱状態にあった。父親の後を継いだ51歳のサウード（Sa‘ud 

ibn ‘Abd al-‘Aziz Al Sa‘ud）新国王は浪費家で酒を嗜み、政治的な実務能力を欠

いていた(31)。またその対外政策も一貫性を欠いており、エジプトと米国を競

り合わせようとするなど、西側陣営からもその忠誠心には大きな疑問符が付け

られていた。ファイサル王子（Faisal ibn ‘Abd al-‘Aziz Al Sa‘ud; サウード国王

の実弟）は国王の行動を掣肘できる数少ない人物であり、表立った対決こそみ

られなかったものの、両者の権力闘争はサウード国王が王座をファイサル王子

へと譲位する1964年まで続いた。　

　スエズ戦争での勝利を経てナーセルが自身の立場と影響力を強めるなかで、

地域における英仏の影響力は急速に縮小していき、ソ連はその間隙を埋めよう

と「進歩主義陣営」を通じて積極的な行動に出つつあった。アイゼンハワー

（Dwight Eisenhower）米大統領はこうした展開に危機感を覚え、1957年1月、議

会に向けた演説のなかで、中東における「国際共産主義に支配された国家の明
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白な侵略」に対して「米国は自国の軍事力を行使することも厭わない」旨を表

明し、そのための資金的裏付けとして2億ドルの支出を議会に求めた（いわゆ

る「アイゼンハワー・ドクトリン」）(32)。

　奔放な財政支出によって深刻な財政危機に悩まされてサウード国王は、こう

した動きに呼応するかたちで、1957年2月、ワシントンを訪問、アイゼンハワー

政権から経済・軍事援助を取り付けることに成功した（支払い猶予付きで1. 1

億ドルの武器売却や議会承認を条件に5年間で5千万ドルの無償軍事援助など）。

他方で、それと引き換えに、同国王はアイゼンハワー・ドクトリンへの控えめ

な支持を表明し、同年4月には米国とのあいだで新たな軍事協定を締結、さら

にダハラーン基地の貸与期間を5年間延長した（貸与期限は1956年の段階で既

に失効しており、その後は毎月更新というかたちになっていた）(33)。この頃

からダハラーン空軍基地はナーセルの激烈な非難の標的となり始めた。　

　一方、ダレス（John Foster Dulles）米国務長官は、サウード国王を「ナーセ

ルに対抗しうる、十分な存在感と潜在的な資質を有する、中東地域におけるた

だ一人の人物」(34)であるとして、その宗教的な権威をアラブ政治におけるパ

ワーへと転換できないか真剣に検討し始めていた。だが、サウード国王は実務

能力的にもカリスマという面でもナーセルの対抗馬となりうるような人物では

なかった。ある元米国人外交官によれば、「アラブ・ナショナリズムの観点か

らサウードがナーセルの対抗馬になりうると考えるなど、にわかに信じがたい

ことである」として、かかる認識が出てくること自体、アイゼンハワー政権が

当時いかに「自暴自棄の状態」であったかを物語っていた(35)。結局、ナーセ

ルの権勢が絶頂を迎えるなかでアイゼンハワー・ドクトリンを積極的に支持す

るアラブ諸国は少数に過ぎず、1958年7月にはイラクの親欧米派ハーシム王政

がナーセルの影響を受けた軍人たちによる血みどろのクーデターによって打倒

されるという事態に至り、同ドクトリンは無残な失敗に終わった(36)。

　1961年1月に発足したケネディ（John F. Kennedy）米政権は当初からナーセ

ルとアラブ・ナショナリズムの理念に同情的であり、その一方でサウジアラビ

アのような保守的な君主制国家は社会不安とソ連の浸透を自ら招いているとの

批判を行い、対中東政策の大きな軌道修正を試みた。また、軍事面でケネディ

政権は大陸間弾道ミサイル（ICBM）を重視し、それゆえダハラーン空軍基地

の戦略的価値は低下したと考えていた(37)。他方でサウジアラビアでは、ナー

セルの執拗なプロパガンダ攻勢によって国内が動揺していたことに加えて、

1950年代末からのサウード国王とファイサル王子のあいだの権力闘争は依然と
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して継続しており、さらにリベラルな立憲派でナーセルへの共感を隠さないタ

ラール（Talal ibn ‘Abd al-‘Aziz Al Sa‘ud）王子とその一派（いわゆる「自由プ

リンス運動」）の台頭などもあり、王政は存続の危機に瀕していた(38)。革命の

嵐が吹き荒れるこうした中東情勢にあって、ダハラーン協定の維持は両国に

とって大きな政治的代償が伴った。　

　アイゼンハワー政権末期の1960年11月、ファイサル王子はヒース（Douglas 

Heath）駐サウジ米国大使に対して「あなた方にとってダハラーン飛行場はか

つてのような利便性も価値もないだろう。… 私はあなた方に協力したいと考

えている。だがそれは、かかる障害［ダハラーン空軍基地］が取り除かれ場合

に限る」（括弧内筆者）と述べ、両国政府が平和裏に基地の貸借契約を終わら

せる方法を考え出すべきだと語った(39)。こうして1962年4月、双方の合意のも

と、米軍はダハラーン基地の運用権をサウジ政府へと引き渡した(40)。　

　ただし、これによって両国間の軍事協力関係が途絶えたわけではなく、1962

年10月のファイサル王子による事実上のクーデター、1963年10月のジョンソ

ン（Lyndon Johnson）米政権発足などを経て、米国の親エジプト路線は即座に

後退すると共にサウジアラビアとの関係は間もなく改善した。また、1962年4

月以降も500人規模の訓練・施設要員は継続してサウジアラビアに駐留し続け、

ダハラーン基地の軍事インフラもそうした要員および米国の委託企業によって

引き続き整備・維持された。両国間の関係はその後も紆余曲折を経ながらも堅

固に継続していき、その有用性は1991年の湾岸戦争時に大いに発揮されること

となった。

［出典］Defense Manpower Data Centerのデータを元に筆者作成
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（3）反米主義の高まり―1990年代

　1990年8月2日、サッダーム・フセイン（Saddam Husayn）政権下のイラク

軍は700輌の戦車と10万人の兵士で隣国クウェートに侵攻し、24時間以内にク

ウェート全土を支配下に置いた。フセイン大統領の突然の行動に冷戦終結直後

の国際社会は衝撃を受け、いかなる対応をとるべきかで喧々諤々の議論が戦わ

された。　

　かかる事態がサウジアラビアにとってもきわめて切迫したものであること、

そして1980年代の莫大な額の防衛支出にもかかわらず（この時期、同国の防衛

費は平均してGDPのおよそ20%を占め、額にすると140〜240億ドルに上った(41)）

サウジ軍単独でイラク軍を撃退することは不可能であることは、当初から誰の

目にも明らかであった。ブッシュ政権内部には、戦争計画や戦争目的、そして

そもそも米国は戦争を始めるべきかといった点について深刻な意見の不一致が

存在したが、最終的に大規模な米軍をサウジアラビアに派遣し、イラクをク

ウェートから撃退することが決定された。

　チェイニー（Richard Cheney）米国防長官を団長とする使節団は8月6日、サ

ウジアラビアを訪問し、大規模な多国籍軍の受け入れをサウジ政府に申し入れ

た。異教徒の男女からなる大規模な外国軍を国内に受け入れることを懸念する

声は一部から上がりはしたが、差し迫った脅威を前にファハド（Fahd ibn ‘Abd 

al-‘Aziz Al Sa‘ud）国王はその受け入れを即座に決定した。国王はさらに、こ

の決定をイスラーム的に正当化するために、1992年にサウジアラビアの大ムフ

ティとなり最高ウラマー会議議長も務めたイブン・バーズ（‘Abd al-‘Aziz ibn 

Baz）のファトワーを求め、1991年1月、それを得ることにも成功した。　

　1991年1月17日、米軍は50万人規模の兵力を動員し「砂漠の嵐」作戦を決行、

わずか6週間後の2月28日には停戦が宣言された。その際、「米軍の任務は、サ

ウジアラビアにおける既存の軍事インフラ、サウジ領空へのアクセス保証、そ

して両国間で築かれてきた長い歴史によって、計り知れないほど容易なものと

なった」(42)。その後、イラク領内への侵攻やフセイン体制の転覆を目指すこ

となく早期に戦争を打ち切ったブッシュ政権は、戦時に展開した兵力を直ちに

撤収させ、サウジ駐留米軍の規模も1994年には1,000人を割り込むまでになっ

ていた。　

　ところが、1994年10月、イラクが再びクウェート北部国境を脅かすという事

態が生じ、これに対して米国は36,000人の米軍部隊を急遽湾岸地域に送り込む

という決定を下す（「夜警」作戦）(43)。この事件を契機として米国は、フセイ
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ン政権下のイラクは湾岸地域の同盟国にとって依然として喫緊の脅威であり続

けていること、そして同国を封じ込めるためには湾岸諸国、とりわけサウジア

ラビアに大規模な兵力を駐留させ続ける必要があることを再確認することに

なった。こうしてクリントン（Bill Clinton）米政権は、かねてより構想してき

たイランとイラクを同時に封じ込めるという政策（いわゆる「二重の封じ込め」）

を本格的に実行へと移すに至る。　

　しかしながら、「砂漠の嵐」作戦、およびその後の米軍駐留については、サ

ウジ国内の様々な勢力から激しい反発を招いた。批判はリベラル派陣営とイス

ラーム主義陣営の双方から寄せられたが、体制にとってより深刻な脅威となっ

たのは後者であり、同陣営はさらに穏健派の改革主義勢力と急進的な過激派勢

力とに分けることができる。　

　ファハド国王は1970年代以降、とりわけ1980年代を通じて、イランの急進的

で革命的なイスラーム政治思想を相対化し、「二聖都の守護者」としての権威

を高め、国内的支持基盤を固める目的で、自身を（とりわけ放蕩・賭博・飲酒

といった悪評がつきまとったがゆえに）イスラームの守護者であるとするイ

メージを国内外に広めようと努めてきた。そうしたなかで同国王は、自国の奉

じるワッハーブ派の教義を世界中に広めると共に、国内外の数多くのイスラー

ム団体を支援し続け、1980年代にはアフガニスタンでの対ソ連ジハードへの

支援・参加を積極的に扇動した(44)。1990年代に政府批判を行った若者たちは、

かかるサウジ政府の政策に強い影響を受けて育った世代であった。　　

　穏健派イスラーム主義陣営の中心はサフワ（「覚醒」の意）と呼ばれた若

い知識人グループであった。1994年にサウジ当局によって投獄されたアウダ

（Salman al-Awda）やハワーリー（Safar al-Hawali）などはその代表的存在である。

彼らは厳格なワッハーブ派の伝統に基礎を置きつつも、1950〜60年代にサウジ

アラビアへと身を寄せたエジプトのムスリム同胞団員、とりわけクトゥブ主義

の影響も強く受けていた(45)。

　彼らは湾岸戦争後、巨額の防衛費にもかかわらず自国を自軍で守ることもで

きず、異教徒である米軍を国内に受け入れたことを痛烈に批判し、それが王国

の精神面・経済面での堕落、物理的な瓦解の兆しであると論じた。ハワーリー

は1990年代前半に国中で出回ったカセットテープのなかで、「イラクがクウェー

トを占領したのであれば、米国はサウジアラビアを占領している。… 真の敵

はイラクではない。それは欧米だ」と訴えた(46)。彼らはまた、1991年5月と

1992年9月に国王に宛てた公開書簡を提出し、そのなかでは政府機関の腐敗一
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掃、逼迫した財政の立て直し、イスラーム法の厳格な適用とそれに反する対外

政策と同盟の撤回、サウジの宗教制度と宗教普及活動の改善、そして50万人規

模の「イスラーム軍」の設立などが要求された(47)。これらの書簡は「その歯

に衣を着せぬトーン、政府の方針についての幅広く詳細な批判、そして一般国

民に対する訴求力という点において、サウジ現代史において前例のないもの」

(48)であった。

　とはいえ、サフワはあくまで現体制内で改革を志向するエリート集団であっ

た。そうした潮流とは別に、主に庶民的出自でアフガニスタン帰りのサウジ人

で構成される、より革命的で急進的な過激派勢力（サラフィー・ジハード主義

運動）も存在した(49)。ビン・ラーディンは（彼自身は庶民的な出自ではなかっ

たが）こうした勢力の代表的存在である。本稿冒頭で触れたように、彼が1996

年に発した「対米ジハード宣言」は激しい反米意識とサウジ王室への批判によっ

て彩られていたが、重要な点は、こうした主張がサウジ国民のあいだで一定の

訴求力を有していたことである。　

　彼らは1990年代を通じてサウジ国内における駐留米軍関連施設に対するテロ

攻撃を繰り返したが、湾岸戦争後初のテロ事件となったのは1995年11月に発生

した米軍司令事務所本部爆破事件であった。テロは明確に米国人を標的とした

ものであり（爆弾はサウジ人の多くが礼拝のために外出していた時間に爆発）、

これによって米兵5人が死亡した。この事件の真相は未だに解明されていない。

また、1996年6月にも、ダハラーン空軍基地近郊の米訓練部隊宿泊施設（フバル・

タワーズ）で大規模な爆破テロ事件が発生し、米兵19人が死亡、372人が重軽

症を負った。この事件についても真相は依然明らかとはなっていない（イラン

の影響を受けたサウジ国内のテロ組織による犯行という説が有力）。事態を重

く見た米国当局は、この事件を契機に空軍要員のほとんどをリヤド南東90km

のハルジュに置かれたサウジアラビア空軍基地へと移動させた。ダハラーン基

地周辺とは異なりハルジュ基地周辺はほぼ無人の砂漠地帯であり、それだけサ

ウジ人の目に触れづらい場所であった。

　こうしたなかで、米国およびサウジ駐留米軍に向けられるサウジ国民の視線

も徐々に厳しいものへと変化していった。たとえば、イラクに対する米国主導

の厳しい経済制裁は「ジェノサイドにも等しい」(50)とも言われるほどに数多

くの無辜のイラク人の犠牲を出すこととなり、その様子はカタルの衛星放送局

『アル=ジャズィーラ』（1996年に放送開始）によってサウジアラビアを含むア

ラブ全土でリアルタイムに試聴された(51)。その一方で、イラクに対して散発
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的に行われた懲罰的な作戦行動（サウジ国内の米軍基地はその拠点となった）

がフセイン政権に打撃を与えることなく、大統領を始めとする政権高官は不正

な手法を用いて私腹を肥やし続けた。また、中東和平問題についても、クリン

トン政権は歴代米政権のなかでもとりわけ親イスラエル的であったと言われ、

和平交渉においても常にイスラエル側の言い分を尊重し、「誠実な仲介者」と

は決して呼べない態度を貫いた(52)。　

　こうして米国に対する憎悪とサウード王家に対する批判がサウジ国内外で高

まっていくなかで、サウジ政府は次第に米国と距離を置くようになっていった。

こうした傾向は特に、1995年11月のテロ事件から2週間後にファハド国王が脳

卒中で倒れ、政府の実権がアブドッラー皇太子（‘Abd Allah ibn ‘Abd al-‘Aziz Al 

Sa‘ud; 2005年8月には国王に即位）に委譲されたことで、より一層顕著なもの

となっていった。盲目的な親米派であったファハド国王とは異なり、アブドッ

ラー皇太子は対米関係についてより慎重であり、緊密すぎる米・サウジ関係は

自国の安定を損なう恐れがあるとみていた。

　こうして、米・サウジ両国間関係を決定的に損なうこととなった2001年の9.11

事件（実行犯19人のうちサウジ人が15人を占めていた）を経て、サウジ駐留米

軍基地の存在は2001年のアフガニスタン侵攻、2003年のイラク戦争では一定の

役割を果たしたものの、2004年中には訓練・施設要員および大使館・領事館の

警護要員を残してほぼすべて撤退することとなったのである。

［出典］Defense Manpower Data Centerのデータを元に筆者作成
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おわりに

　ここまで本稿では、湾岸地域における米軍の前方展開のありようについて概

観した上で、とりわけサウジアラビアに焦点を当て、同国における米軍基地と

それを取り巻く基地政治の展開についてみてきた。ここから、サウジアラビア

駐留基地をめぐる基地政治の特殊性について、次の3点を指摘しうるだろう。

　第1に、やはり石油とイスラームという要因はサウジアラビアにおける基地

政治を考える上できわめて重要となる。この点は中東地域研究の分野では特に

目新しい論点とは言えないが、基地政治研究における同国の特殊性という意味

で重要なものであるため、ここで改めて確認しておきたい。米・サウジ両国の

政策決定者にとって脆弱な国軍しか持たない世界最大の産油国には米軍のプレ

ゼンスが不可欠であったが、他方でイスラームの聖地に設置された異教徒の軍

事拠点は元よりその存在自体が深刻な政治問題となるリスクをはらむものでも

あった。かかるジレンマは（基地を無人の砂漠地帯に設置するなどして）問題

を不可視化しようとしたところで容易には解消されず、今日に至るまで継続し

ている。

　第2に、サウジ駐留米軍をめぐる基地政治においては、サウジアラビアの置

かれた戦略的環境や外的脅威の存在は相対的に低い重要性しか持ち得ない。結

局、これまでにも多くの研究が指摘してきたように、サウジ政府の第一義的な

関心事はいかに現体制を維持し続けるかという点にあり、彼らにとって脅威の

主たる源泉はあくまで国外ではなく国内に存在する(53)。それゆえに、基地に

対する国内的批判が体制を揺るがすまでに高まれば、サウジ政府は駐留米軍を

即座に撤退させてきたのである。

　第3に、基地が持つ両義的な意味合い、すなわち戦略的資産と政治的負債と

いう2つの側面は、政策決定者が事前に設計できるものではなく、国際／地域

／国内的政治力学のなかで自立的に形成され、独自の存在感と影響力を持つよ

うになる（たとえばアブドゥルアズィーズ初代国王もトルーマン大統領も、基

地の存在が「ムスリムに対する最大の侵略行為、イスラーム世界が蒙った最大

の悲劇」とまでに言及されるとは想定していなかっただろう）。ただし、サウ

ジアラビアにおいては日本やその他の民主主義国家とは異なり、既存の基地配

置が体制にとって政治的・戦略的に最適とは認識されず、その存在が不都合な

ものと判断された場合には、少数の利害関係者への根回しを経て迅速に撤退が

決定される（たとえば1962年）。その際には米国側の戦略的利害といった点は



72 2019年12月

さほど考慮されず、交渉の主導権はサウジ側にある場合が多い。

　このように、サウジアラビアは米軍が安定的に基地を維持していくには様々

な不確実性やリスクが伴う国家であり、それゆえ米国は1990年代前半に周辺湾

岸諸国と軍事協定を締結し、基地が使用不可能になるリスクを分散しようとし

てきたのである。2017年以降、イラン敵視政策を前面に押し出すトランプ政権

はサウジアラビアを対中東戦略の柱を位置付け、その関与を増大させつつある

が、他方でそこに内在する潜在的リスクは十分に理解しておく必要があるだろ

う。

（みぞぶち　まさき　　名古屋商科大学　教授）　
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